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計画推進体制の整備 

（１）計画の推進体制           

 本計画は、高齢者が住み慣れた地域の中で、必要に応じて、医療・介護・介護

予防・住まい・生活支援が一体的に提供される仕組み、地域包括ケアシステムの

構築に向けた取組のほか、保健・医療・福祉・介護に関連するさまざまな事業推

進、生きがいづくりやまちづくりの各分野における取組までを含むものです。 

 これらの事業の推進にあたっては、行政のみならず市民・事業者、関係機関等

がそれぞれの役割と連携のもとに協働して取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の進行管理           

① 計画の進捗状況報告   

毎年度、計画の進捗状況について取りまとめ、「小平市介護保険運営協議会」

に報告し、分析・評価を行います。取りまとめた結果は、ホームページ等で公表

します。 

また、計画を効果的かつ実効性のあるものとするために、計画・実行・評価・

改善のＰＤＣＡサイクルを確立し、管理していきます。計画の進捗や効果の評価

の結果、社会状況の変化や新たな国・都の施策、市内の動向などに柔軟に対応し、

必要に応じて見直していきます。 
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医療機関等との連携 

病院 

診療所・医院 

薬局など 

介護保険事業者との連携 

ケアマネジャー 

在宅サービス 

施設サービス 

地域密着型サービスなど 

 

地域コミュニティなど 

との連携 

自治会・商店会・高齢クラブ 

シルバーピア 

都営住宅・大規模集合住宅 

マンション管理組合など 

関係機関との連携 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員 

警察署／消防署／保健所 

児童相談所など 

その他の連携 

公民館・図書館・ 

地域センター等 

小中学校・高校・大学・企業

など 

市 

民 

ＮＰＯ・ボランティア団体 

との連携 

各種ＮＰＯ法人 

ボランティア団体など 
シルバー人材センター 

 小平市  
 

介護保険運営協議会 
 

 
 

 ※ ５つの圏域別に、地域の実情に応じて 

関係機関と協働して取り組んでいきます。 

 

地域包括支援センター 中央センター （基幹型） 

地域包括支援センター 
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② 小平市介護保険運営協議会 

保健・医療・福祉の関係者、介護サービス等の事業者、権利擁護・相談事業

等を担う関係者、学識経験者、公募市民等により構成される「小平市介護保険運

営協議会」において、以下の項目について協議・検討を行い、介護保険制度の円

滑な運営を図ります。 
 
 ・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の進行管理に関すること 

 ・地域包括支援センターに関すること 

 ・地域密着型サービスに関すること 

 ・その他介護保険事業の運営に関すること 
 
 会議は、互選により選出された会長のもと、年４回程度開催され、合議制に  

よって運営されます。小平市は、その事務局としての役割を担います。 

 

 

 

関係機関等との連携 
 
 高齢者保健福祉及び介護保険事業の円滑な推進を図るため、小平市社会福祉協議

会、小平市シルバー人材センター、小平市医師会、東京都小平市歯科医師会、小平

市薬剤師会、東京都多摩小平保健所等との連携・協力関係を維持していきます。 

 また、民生委員・児童委員、自治会、高齢クラブ等の組織、市内で活動するＮＰ

Ｏ、ボランティアサークル等の市民団体、協力関係にある民間企業等との連携・協

働を推進していきます。 

さらに、地域全体で高齢者を支えていくために、さまざまな担い手同士をつな

ぐための会議などを開催し、情報共有と連携を推進していきます。 

 

① 地域ケア会議の推進 （５５ページ再掲） 

 

② 介護サービス事業所連絡会の開催 （９４ページ再掲） 

 

 
 

国・東京都への要請  
 
介護保険においては、サービス提供側の事業者が、経済・社会の変化により、

介護に関わる人材を確保することが難しくなってきている状況にあります。 

今後も、より一層利用者のニーズに応じた十分なサービスの供給が確保される

よう、国、東京都へ働きかけ等を行っていきます。 

その他、社会福祉の根幹的な制度の充実、広域的対応が必要な課題への取組や

財政支援等については、国や東京都に対して積極的に要請していきます。 
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